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 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

５．四半期（当期）純損益及び１株当たり四半期（当期）純損益金額における△は損失を示しております。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第39期 

第１四半期 
累計(会計)期間

第40期 
第１四半期 

累計(会計)期間
第39期 

会計期間 

自平成20年 
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年 
７月１日 

至平成21年 
６月30日 

売上高（千円）  740,875  609,445  2,843,674

経常利益（千円）  11,686  10,037  78,771

四半期（当期）純損益（千円）  4,333  △90,539  △89,273

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  639,307  639,307  639,307

発行済株式総数（千株）  6,140  6,140  6,140

純資産額（千円）  2,400,931  2,173,923  2,231,348

総資産額（千円）  3,827,290  3,192,474  3,228,616

１株当たり純資産額（円）  424.17  384.07  394.21

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（円） 
 0.77  △16.00  △15.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  5.00

自己資本比率（％）  62.7  68.1  69.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 63,534  90,869  △78,936

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 75,964  179,909  △50,025

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △85,625  △37,340  △142,393

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 812,391  720,601  487,163

従業員数（人）  76  71  72
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当第１四半期会計期間において当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

当社は、関係会社がありませんので、当第１四半期会計期間において該当事項はありません。 

提出会社の状況 

（注）従業員は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 71  (5)
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(1）生産実績 

 当第１四半期会計期間の生産実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当第１四半期会計期間の受注状況を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第１四半期会計期間の販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

品目 金額（千円） 前年同四半期比（％） 

製品  168,475  72.7

据付工事  181,009  101.0

その他内装工事  113,662  73.1

合計  463,146  81.7

品目 受注高（千円） 
前年同四半期比 

（％） 
受注残高（千円） 

前年同四半期比 
（％） 

製品  186,184  66.1  61,219  57.0

部材品  133,386  95.5  19,596  76.1

据付工事  195,723  106.2  45,697  130.7

その他内装工事  84,843  58.9  29,413  27.8

商品  42,970  73.1  22,425  117.3

合計  643,108  79.5  178,353  60.9

品目 金額（千円） 前年同四半期比（％） 

製品  170,255  73.1

部材品  121,327  93.2

据付工事  181,009  101.0

その他内装工事  113,662  73.1

商品  23,190  54.0

合計  609,445  82.3

２【事業等のリスク】
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当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(１)経営成績の分析 

 当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、企業の在庫調整が一段落し、政府の景気対策の効果などにより景気

の底入れを示す指標も見られましたが、急激な円高の進行などにより、企業の業績の悪化や雇用情勢の低迷など先行

きへの不透明感も強く、依然として厳しい状況が続いております。 

 焼肉業界においては、所得不安や雇用不安などから消費者の生活防衛意識の高まりによる外食離れが一段と鮮明と

なり、厳しい経営環境が続いております。 

 このような状況の中、当社といたしましては、新規出店が大幅に減少しているため、既存店や他社メーカー納品店

に対して定期メンテナンス工事やダクト清掃工事の受注強化、また消耗部品の販売強化に取り組んでまいりました。

 その結果、当第１四半期会計期間の売上高は609百万円（前年同四半期比17.7％減）となりました。利益面は、販

売費及び一般管理費の削減に努めましたが、営業利益は10百万円（前年同四半期比49.2％減）となり、経常利益は10

百万円（前年同四半期比14.1％減）と減益となりました。また、保有する投資有価証券の時価が著しく下落した結

果、特別損失にて投資有価証券評価損89百万円を計上いたしました。 

 この結果、当第１四半期会計期間の純損失は90百万円（前年同四半期は純利益4百万円）となりました。 

(２)財政状態の分析 

資産・負債及び純資産の状況 

（資産） 

  当第１四半期会計期間末の総資産額は3,192百万円となり、前事業年度末と比較して36百万円減少しました。主

な要因は、現金及び預金の増加（149百万円）もありましたが、受取手形及び売掛金の減少（91百万円）、有価証券

の減少（98百万円）によるものであります。 

（負債） 

 当第１四半期会計期間末の負債総額は1,018百万円となり、前事業年度末と比較して21百万円増加しました。主な

要因は、未払金の減少（13百万円）もありましたが、賞与引当金（21百万円）、前受金（35百万円）の増加によるも

のであります。 

（純資産） 

 当第１四半期会計期間末の純資産額は2,173百万円となり、前事業年度末と比較して57百万円減少いたしました。

主な要因は、利益剰余金の減少（118百万円）によるものであります。  

(３)キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ233百万円

増加し、720百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動における資金の増加は、90百万円（前年同四半期は63百万円増加）であります。これは、売上債権の減少

が126百万円あったことが主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動における資金の増加は、179百万円（前年同四半期は75百万円増加）であります。これは、定期預金の払

戻による収入が150百万円あったことが主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動における資金の減少は、37百万円（前年同四半期は85百万円減少）であります。これは、配当金の支払額

が28百万円あったことが主な要因であります。 

(４)事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

(５)研究開発活動 

 当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、11,844千円であります。 

 なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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① 【株式の総数】 

② 【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  14,775,000

計  14,775,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  6,140,850 同左 ジャスダック証券取引所 
単元株式数 

100株 

計  6,140,850 同左 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
 －  6,140,850  －  639,307  －  595,887

（５）【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   480,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  5,659,500  56,595 － 

単元未満株式 普通株式     850 － － 

発行済株式総数  6,140,850 － － 

総株主の議決権 －  56,595 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

シンポ㈱ 
名古屋市名東区若葉台

110番地 
 480,500 －  480,500  7.82

計 －  480,500 －  480,500  7.82

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
７月 

８月 ９月 

最高（円）  190  202  200

最低（円）  175  181  179

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期累計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則

に基づき、当第１四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）に係る四半期財務諸表並びに当第１四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日ま

で）及び当第１四半期累計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、あ

ずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 843,394 693,930

受取手形及び売掛金 244,459 335,695

商品及び製品 3,639 3,361

仕掛品 37,910 36,013

原材料及び貯蔵品 136,775 122,873

その他 53,704 127,775

貸倒引当金 △240 △150

流動資産合計 1,319,644 1,319,500

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※  109,681 ※  111,987

土地 572,329 572,329

その他（純額） ※  77,358 ※  78,690

有形固定資産合計 759,369 763,007

無形固定資産 4,295 4,295

投資その他の資産   

投資有価証券 784,969 815,568

その他 343,374 346,478

貸倒引当金 △19,177 △20,233

投資その他の資産合計 1,109,165 1,141,813

固定資産合計 1,872,830 1,909,115

資産合計 3,192,474 3,228,616

負債の部   

流動負債   

買掛金 52,751 59,502

短期借入金 540,000 540,000

未払法人税等 8,022 5,496

賞与引当金 33,000 12,000

その他の引当金 3,000 6,365

その他 221,970 207,930

流動負債合計 858,744 831,295

固定負債   

長期借入金 13,000 22,000

退職給付引当金 107,039 104,177

役員退職慰労引当金 22,230 22,054

その他 17,537 17,741

固定負債合計 159,806 165,972

負債合計 1,018,550 997,267
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 639,307 639,307

資本剰余金 595,887 595,887

利益剰余金 1,187,489 1,306,329

自己株式 △188,075 △188,062

株主資本合計 2,234,608 2,353,462

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △60,684 △122,113

評価・換算差額等合計 △60,684 △122,113

純資産合計 2,173,923 2,231,348

負債純資産合計 3,192,474 3,228,616

10



（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 740,875 609,445

売上原価 478,109 391,895

売上総利益 262,766 217,550

販売費及び一般管理費 ※  242,622 ※  207,318

営業利益 20,143 10,231

営業外収益   

受取利息 287 343

受取配当金 2,519 751

受取賃貸料 2,935 2,221

その他 625 45

営業外収益合計 6,367 3,362

営業外費用   

支払利息 1,676 968

投資事業組合運用損 11,990 1,329

不動産賃貸費用 － 1,258

その他 1,156 －

営業外費用合計 14,824 3,556

経常利益 11,686 10,037

特別利益   

貸倒引当金戻入額 250 965

特別利益合計 250 965

特別損失   

投資有価証券評価損 2,240 89,161

投資有価証券償還損 － 4,381

特別損失合計 2,240 93,542

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 9,696 △82,540

法人税等 5,363 7,998

四半期純利益又は四半期純損失（△） 4,333 △90,539

11



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

9,696 △82,540

減価償却費 6,077 5,277

貸倒引当金の増減額（△は減少） △250 △965

賞与引当金の増減額（△は減少） 22,500 21,000

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,200 △3,365

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,458 2,862

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △276,744 176

受取利息及び受取配当金 △2,806 △1,095

投資事業組合運用損益（△は益） 11,990 1,329

支払利息 1,676 968

投資有価証券評価損益（△は益） 2,240 89,161

投資有価証券償還損益（△は益） － 4,381

売上債権の増減額（△は増加） 201,013 126,948

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,189 △16,078

仕入債務の増減額（△は減少） △13,136 △6,751

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,299 △3,092

その他 163,326 △43,912

小計 115,953 94,304

利息及び配当金の受取額 2,806 1,095

利息の支払額 △1,676 △968

法人税等の支払額 △53,548 △3,561

営業活動によるキャッシュ・フロー 63,534 90,869

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △56,739 △66,801

定期預金の払戻による収入 129,102 150,776

有形固定資産の取得による支出 △2,639 △1,640

投資有価証券の売却による収入 7,423 －

投資有価証券の償還による収入 － 95,618

貸付けによる支出 △3,850 －

貸付金の回収による収入 1,200 200

その他 1,466 1,756

投資活動によるキャッシュ・フロー 75,964 179,909

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 690,000 500,000

短期借入金の返済による支出 △710,000 △500,000

長期借入金の返済による支出 △9,000 △9,000

自己株式の取得による支出 － △12

配当金の支払額 △56,625 △28,327

財務活動によるキャッシュ・フロー △85,625 △37,340

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 53,873 233,438

現金及び現金同等物の期首残高 758,518 487,163

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  812,391 ※  720,601
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当第１四半期会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【表示方法の変更】

当第１四半期会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

（四半期貸借対照表関係） 

１．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、「商品」として掲記されていたものは、当第１四半期会計期間から「商品及

び製品」として掲記しております。なお、当第１四半期会計期間に含まれる「商品」「製品」は、それぞれ230千

円、3,409千円であります。 

 また、前第１四半期会計期間において、「原材料」と流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「貯蔵

品」（前第１四半期会計期間13,198千円）は、当第１四半期会計期間から「原材料及び貯蔵品」として一括して掲

記しております。なお、当第１四半期会計期間に含まれる「原材料」「貯蔵品」は、それぞれ119,320千円、

17,454千円であります。 

２．前第１四半期会計期間において、流動負債の「引当金」に含めて表示しておりました「賞与引当金」が負債及び

純資産の合計額の100分の１を超えたため、前第１四半期会計期間において、「引当金」として掲記されていたも

のは、当第１四半期会計期間より「賞与引当金」「その他の引当金」に区分掲記することとしました。 

 なお、前第１四半期会計期間の「引当金」に含まれる「賞与引当金」「その他の引当金」は、それぞれ37,000千

円、3,300千円であります。 

３．前第１四半期会計期間において、区分掲記しておりました流動負債の「未払金」は、負債及び純資産の合計額の

100分の10以下となったため、当第１四半期会計期間から「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当第１四半期会計期間の「その他」に含まれている「未払金」は95,008千円であります。 

（四半期損益計算書関係） 

 前第１四半期累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「不動産賃貸費用」は営業

外費用総額の100分の20を超えたため、当第１四半期累計期間より区分掲記することとしました。 

 なお、前第１四半期累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「不動産賃貸費用」は1,156千円であります。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期会計期間 

（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．棚卸資産の評価方法  当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略して前事業年

度末の実地棚卸高を基礎とした合理的な方法により算定しております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等に著

しい変化がなく、かつ、一時差異の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に

は、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利

用する方法によっており、前事業年度末以降に経営環境等に著しい変化があるか、又

は、一時差異の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前事業年度決算におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味

したものを利用する方法によっております。 
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期会計期間 

（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益（累計期

間）に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、これによると著しく合

理性を欠く結果となる場合には、「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第14号）第19項の規定により、「中間財務諸表等における税

効果会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第11号）第12項（法定実効税率を

使用する方法）に準じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末 
（平成21年６月30日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額     707,090千円 ※ 有形固定資産の減価償却累計額     701,813千円

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料及び賞与 千円77,899

賞与引当金繰入額 千円19,500

退職給付費用 千円10,242

旅費交通費  千円19,837

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料及び賞与 千円60,131

賞与引当金繰入額 千円15,291

退職給付費用 千円9,813

旅費交通費  千円11,312

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲載されている科目の金額との関係（平成20年９月

30日現在） 

現金及び預金勘定 千円928,924

預入期間が３か月を超える定期預金 千円△116,532

現金及び現金同等物  千円812,391

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲載されている科目の金額との関係（平成21年９月

30日現在） 

現金及び預金勘定 千円843,394

預入期間が３か月を超える定期預金 千円△122,792

現金及び現金同等物  千円720,601
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当第１四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第１四半期累計期間（自 平成21年７月１日 至 平成

21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 6,140,850株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式 480,663株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年９月25日 

定時株主総会 
普通株式  28,301 5.00 平成21年６月30日 平成21年９月28日 利益剰余金 

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損益金額等 

 （注） １株当たり四半期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

 リース取引開始日が平成20年６月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりますが、当第１四半期会計期間末におけるリース取引残高は

前事業年度末に比して著しい変動はありません。 

（１株当たり情報）

当第１四半期会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前事業年度末 
（平成21年６月30日） 

１株当たり純資産額 384.07円 １株当たり純資産額 394.21円

前第１四半期累計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 0.77円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 16.00円

  
前第１四半期累計期間 

（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  4,333  △90,539

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益 

又は四半期純損失（△）（千円） 
 4,333  △90,539

期中平均株式数（千株）  5,660  5,660

（重要な後発事象）

（リース取引関係）
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 該当事項はありません 

  

  

  

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月14日

シンポ株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 田島 和憲  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 宮本 正司  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 岩﨑 宏一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシンポ株式会社

の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第39期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、シンポ株式会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第

１四半期累計期間の経営成績並びに第１四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月12日

シンポ株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 宮本 正司  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 岩﨑 宏一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシンポ株式会社

の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの第40期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、シンポ株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成21年11月12日 

【会社名】 シンポ株式会社 

【英訳名】 SHINPO CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 田中 利明 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 名古屋市名東区若葉台110番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

（東京都中央区日本橋茅場町１丁目５番８号） 

  



 当社代表取締役田中利明は、当社の第40期第１四半期（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




